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第１【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【所有者別状況】

        （平成21年３月31日現在）

区分

株式の状況（１単元の株式数　100株）

単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 39 43 322 201 27 24,87625,508 －

所有株式数
（単元）

－ 82,744 4,228339,48392,437 150 125,241644,28351,081

所有株式数の
割合（％）

－ 12.84 0.66 52.69 14.35 0.02 19.44 100.00 －

　（注）１．自己株式1,687,145株は「個人その他」の欄に16,871単元、「単元未満株式の状況」欄に45株含めて記載しておりま

す。

２．上記「その他の法人」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、３単元含まれております。
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（２）【大株主の状況】

  （平成21年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 33,107 51.34

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,334 3.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口４Ｇ）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,119 3.28

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,817 2.81

日立ソフトグループ社員持株会 東京都品川区東品川四丁目12番７号 1,314 2.03

タムツー
（常任代理人　株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行）

P.O.BOX 2992 RIYADH 11169 KINGDOM OF
SAUDI ARABIA
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

905 1.40

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 726 1.12

ステート　ストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー　
505227
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行　兜町証券決
済業務室）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

541 0.83

メロン　バンク　エヌエー　アズ　
エージェント　フォー　イッツ　
クライアント　メロン　オムニバ
ス　ユーエス　ペンション
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行　兜町証券決
済業務室）

ONE BOSTON PLACE BOSTON,MA 02108
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

483 0.75

ステート　ストリート　バンク　
アンド　トラスト　カンパニー　
505019
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行　兜町証券決
済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX 518
IFSC DUBLIN, IRELAND
（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

467 0.72

計 － 43,816 67.95

　（注）１．当社は自己株式1,687千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）　　　　1,990千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　　　　　1,721千株

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口）　　　　　726千株
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３．当社は、平成20年４月１日から平成21年３月31日までを報告義務発生日とする株券等の大量保有の状況に関する報

告書の写しの送付を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上

記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 報告義務発生日
保有株券等の
数（株）

株券等保有割
合（％）

ソシエテジェネラルアセット
マネジメントインターナショ
ナルリミテッド

9th Floor, ExchangeHouse, 
PrimroseStreet, London EC2A
2EF, UnitedKingdom

平成20年４月30日2,836,100 4.40

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ株式会社及び
その共同保有者

東京都渋谷区
広尾一丁目１番39号

平成21年３月９日 3,154,917 4.89

 

２【役員の状況】

(1）取締役の状況

   （平成22年２月９日現在）

役名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長 宗岡　広太郎 昭和15年10月30日

昭和39年４月　株式会社日立製作所入社

平成９年６月　同社取締役

平成11年６月　同社専務取締役

平成13年４月　同社取締役

平成13年６月　同社監査役

平成15年６月　同社取締役

平成17年６月　当社取締役

平成18年６月　株式会社日立製作所特命顧問

平成19年６月　当社取締役会長（現在）

平成19年６月　株式会社日立製作所顧問（現在）

（注）３ －

取締役 小野　功 昭和19年５月23日

昭和43年４月　株式会社日立製作所入社

平成11年６月　同社理事

平成13年６月　同社上席常務システムソリューショング

ループ長＆ＣＥＯ

平成14年４月　同社上席常務情報事業統括本部長兼情報

・通信グループ長＆ＣＥＯ

平成14年６月　同社専務取締役情報事業統括本部長兼情

報・通信グループ長＆ＣＥＯ

平成14年６月　当社取締役

平成15年６月　株式会社日立製作所執行役専務情報事業

統括本部長

平成16年４月　同社代表執行役・執行役副社長

平成18年４月　同社特命顧問

平成18年６月　当社代表執行役・執行役社長兼取締役

（現在）

（注）３ －

取締役 山本　章治 昭和21年11月14日

昭和44年６月　株式会社日立製作所入社

平成11年４月　同社情報・通信グループソフトウェア事

業部長

平成13年４月　当社開発事業部長

平成13年６月　常務取締役開発事業部長

平成15年６月　執行役専務兼取締役（現在）

（注）３ －
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役名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 赤星　良治 昭和23年１月31日

昭和45年４月　株式会社日立製作所入社

平成３年８月　同社中条工場総務部長

平成10年２月　株式会社日立総合経営研修所副所長

平成11年６月　株式会社日立ホームテック取締役

平成13年３月　習和産業株式会社取締役

平成13年５月　同社取締役社長

平成17年６月　株式会社日京クリエイト取締役社長

平成20年６月　当社取締役（現在）

（注）３ －

取締役 寺澤　正雄 昭和15年８月28日

昭和39年４月　横河・ヒューレット・パッカード株式会

社（現在日本ヒューレット・パッカード

株式会社）入社

昭和63年１月　同社取締役

平成６年１月　同社常務取締役

平成９年１月　同社代表取締役専務

平成10年11月　同社代表取締役社長

平成14年11月　同社代表取締役会長

平成17年６月　当社取締役（現在）

平成18年12月　アルバネットワークス株式会社取締役

平成19年１月　同社代表取締役（現在）

平成19年８月　日本オラクル株式会社取締役（現在）

（注）３ －

取締役 西川　晃一郎 昭和22年７月12日

昭和45年４月　株式会社日立製作所入社

平成７年８月　日立アメリカ社副社長

平成11年４月　株式会社日立製作所事業開発室長

平成13年４月　同社グローバル事業開発本部長

平成15年４月　同社事業開発部門長

平成15年６月　同社執行役

平成18年１月　同社執行役常務

平成18年６月　当社取締役（現在）

平成19年４月　株式会社日立製作所執行役専務（現在）

（注）３ －

   計  －

　（注）１．宗岡広太郎、寺澤正雄、西川晃一郎の３氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２．当社の委員会体制については以下のとおりであります。

指名委員会　　委員長　宗岡広太郎　　委員　小野　　功　　委員　西川晃一郎

監査委員会　　委員長　赤星　良治　　委員　寺澤　正雄　　委員　西川晃一郎

報酬委員会　　委員長　小野　　功　　委員　宗岡広太郎　　委員　西川晃一郎

３．取締役の任期は、平成21年６月25日開催の定時株主総会の選任後１年以内に終了する事業年度に関する定時株主総

会の終結の時までであります。
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(2）執行役の状況

    （平成22年２月９日現在）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表執行役
執行役社長

統括 小野　功
(1）取締役の状況参
照

同左 （注）１ －

執行役専務

中国ビジネス
推進本部長兼
商品技術本部
長

山本　章治
(1）取締役の状況参
照

同左 （注）１ －

執行役専務  諸島　伸治 昭和23年２月20日

昭和46年４月　株式会社日立製作所入社

平成13年４月　同社システムソリュー

ショングループ金融シス

テム事業部長

平成15年４月　同社情報・通信グループ

ＣＯＯ

平成15年６月　同社理事情報・通信グ

ループＣＯＯ

平成16年４月　当社執行役常務

平成19年４月　執行役専務（現在）

（注）１ －

執行役常務 ＣＳＲ本部長 永野　顕隆 昭和23年６月１日

昭和46年４月　株式会社日立製作所入社

平成６年２月　同社リビング機器事業部

冷熱本部総務部長

平成９年６月　同社汎用コンピュータ事

業部総務部長

平成11年６月　当社人材開発本部人事部

長

平成14年６月　人材開発本部長

平成15年６月　執行役

平成17年４月　執行役常務（現在）

（注）１ －

執行役常務
情報管理対策
本部長

前澤　裕行 昭和23年７月18日

昭和49年４月　株式会社日立製作所入社

平成７年３月　同社システム開発研究所

川崎ラボラトリ第２部長

平成11年８月　当社生産技術センタ長

平成15年６月　理事

平成15年９月　技術開発本部長

平成16年４月　執行役

平成19年４月　執行役常務（現在）

（注）１ －

執行役常務
財務本部長兼
監査室長

清水　徹 昭和23年６月15日

昭和47年４月　株式会社日立製作所入社

平成７年６月　同社電子デバイス事業部

経理部長

平成13年４月　日立アジアＬＴＤ出向

平成15年４月　同社電力・電機グループ

財務本部長

平成17年４月　当社執行役

平成19年４月　執行役常務（現在）

（注）１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

執行役常務
営業統括本部
長

城　利一 昭和24年11月６日

昭和47年４月　株式会社日立製作所入社

平成２年８月　同社ＮＴＴ営業本部第一

営業部長

平成12年１月　同社通信・社会システム

グループＮＴＴ営業本部

副本部長

平成13年４月　同社ＮＴＴ営業統括本部

ＮＴＴシステム営業本部

長

平成14年10月　同社監査室上席監査部長

平成15年10月　同社情報・通信グループ

エグゼクティブマーケ

ティングマネージャ

平成16年４月　同社情報・通信グループ

事業主管

平成18年４月　当社執行役

平成20年６月　執行役常務（現在）

（注）１ －

執行役常務
金融システム
事業部長

佐藤　純一郎 昭和23年10月29日

昭和48年４月　当社入社

平成７年５月　システム事業部金融シス

テム本部第２銀行システ

ム部長

平成16年６月　理事

平成16年10月　理事金融システム事業部

副事業部長

平成17年４月　執行役

平成21年４月　執行役常務（現在）

（注）１ －

執行役
技術開発本部
長

露木　陽介 昭和27年９月６日

昭和51年４月　株式会社日立製作所入社

平成９年２月　同社ソフトウェア開発本

部第３オープンプラット

フォーム設計部長

平成13年２月　同社ソフトウェア事業部

ネットワークソフトウェ

ア本部長

平成15年10月　当社開発事業部長

平成16年６月　理事

平成17年４月　執行役（現在）

（注）１ －

執行役
プロジェクト
マネジメント
統括本部長

森　悦郎 昭和27年11月24日

昭和50年４月　株式会社日立製作所入社

平成10年２月　同社情報システム事業部

技術部長

平成15年４月　同社情報・通信グループ

事業推進支援センタ長

平成15年10月　同社情報・通信グループ

事業推進本部長

平成17年４月　同社情報・通信グループ

経営戦略室販売計画本部

長

平成18年４月　当社プロジェクトマネジ

メント統括本部長

平成18年６月　理事

平成19年４月　執行役（現在）

（注）１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

執行役
通信・産業シ
ステム事業部
長

植村　明 昭和29年９月19日

昭和53年４月　当社入社

平成11年６月　産業システム事業部産業

・通信システム本部第２

システム部長

平成15年10月　産業システム事業部第２

産業システム本部長

平成17年10月　産業システム事業部副事

業部長

平成18年４月　産業システム事業部長

平成19年４月　理事

平成20年４月　執行役（現在）

（注）１ －

執行役 開発事業部長 山崎　英二 昭和30年11月１日

昭和53年４月　当社入社

平成10年２月　産業システム事業部応用

システム本部第１応用シ

ステム部長

平成14年８月　産業システム事業部次長

平成16年７月　産業システム事業部第１

産業システム本部長

平成18年４月　テレコムシステム事業部

長

平成19年４月　理事

平成20年４月　執行役（現在）

（注）１ －

執行役
公共社会シス
テム事業部長

栗原　勘仁 昭和30年９月24日

昭和53年４月　株式会社日立製作所入社

平成８年８月　同社公共情報事業部自治

体システム第２部長

平成15年４月　同社情報・通信グループ

公共システム事業部全国

公共システム本部長

平成18年７月　当社公共社会システム事

業部副事業部長

平成19年４月　理事

平成20年４月　執行役（現在）

（注）１ －

執行役

サービス事業
統括本部長兼
産業システム
事業部長

秋山　恵穂 昭和31年12月30日

昭和54年４月　当社入社

平成13年２月　応用システム事業部第３

応用システム専任部長

平成13年４月　産業システム事業部第５

産業システム部長

平成17年10月　開発事業部ソリューショ

ン開発副本部長

平成20年４月　通信メディアサービス事

業部副事業部長

平成20年４月　理事

平成20年９月　通信メディアサービス事

業部副事業部長兼サービ

スデリバリ事業推進本部

長

平成21年４月　執行役（現在）

（注）１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

執行役
人事総務本部
長

石川　浩 昭和32年２月15日

昭和54年４月　当社入社

平成13年２月　社長室専任部長

平成17年４月　人材開発本部人事部長

平成20年４月　人事総務本部副本部長

平成20年４月　理事

平成21年６月　執行役（現在）

（注）１ －

    計  －

　（注）１．執行役の任期は、平成21年４月１日より１年以内に終了する事業年度の末日までであります。

 

第２【会社法の規定に基づく計算書類等】
 

１【貸借対照表】

　会社法の規定に基づく貸借対照表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

２【損益計算書】

　会社法の規定に基づく損益計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

３【株主資本等変動計算書】

　会社法の規定に基づく株主資本等変動計算書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

４【個別注記表】

　会社法の規定に基づく個別注記表の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

５【事業報告】

　会社法の規定に基づく事業報告の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

６【附属明細書】

　会社法の規定に基づく附属明細書の記載に代え、当該書類を当報告書に添付しております。

 

EDINET提出書類

日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社(E04852)

親会社等状況報告書（内国会社）

9/9


	表紙
	本文
	第１提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）所有者別状況
	（２）大株主の状況

	２役員の状況

	第２会社法の規定に基づく計算書類等
	１貸借対照表
	２損益計算書
	３株主資本等変動計算書
	４個別注記表
	５事業報告
	６附属明細書


